
１ 実施の概要

長野市商工業振興・雇用促進計画(案)に対する市民意見等の募集結果
及び計画（案）の決定について

（１）募集期間
令和３年１２月１日（水）～令和３年１２月２７日（月）

（３）意見の募集方法
①書面での提出（持参、郵送、ファクシミリ）
②電子メールでの提出
③ながの電子申請サービスによる提出

（２）計画（案）の閲覧場所
①市役所 商工労働課（第二庁舎３階）
②市役所 行政資料コーナー（第一庁舎３階）
③各支所の窓口
④市ホームページ

（４）意見募集の案内方法
①記者会見 令和３年12月13日（月）
②市ホームページ 長野市トップページ「パブリック・コメント（意見募集）」

商工労働課の新着情報に掲載
③広報ながの 12月号 「パブリック・コメント（意見募集）」に掲載
④意見募集チラシ 計画案の閲覧場所に設置

１

次のとおりパブリックコメントを実施しました。

令和４年２月９日
部長会議資料

商工観光部商工労働課



市民意見等の募集結果は以下のとおりです。

２ 市民意見等募集の結果

（１）意見提出者 ２名 （電子申請 １名）

（２）意見等の件数 ３件

（４）案に対する意見等の対応

対応区分 対応方針 件数

１ 計画案を修正・追加する ２

２ 計画案に盛り込まれており、修正しない ０

３ 計画案に盛り込まれており修正しないが、今後の事業の参考とする １

４ 検討の結果 、修正しない ０

５ その他（質問への回答や現状説明） ０

合 計 ３

２

分 野 件数

取り巻く情勢と課題内の図表に対するご意見 ２

近隣自治体で予定されている大型商業施設開業に対するご意見 １

合 計 ３

（３）提出内容別の件数



３ 市民意見の内容と市の考え方

№
該当
ﾍﾟｰｼﾞ

項目内容 意見の要旨 長野市の考え方
計画への
対応内容

１ ７ 第２編長野市の商

工業・雇用環境を取
り巻く情勢と課題 １

長野市の特徴 （２）
都市機能の集積
図表4

長野市内の主な行政・教育機関とス
ポーツ・コンベンション施設 について。
（提案）一覧表には、文化施設が抜けて
いるため、一覧表にいれておくべき。例
えば、長野県立美術館、長野市立博物
館、北野美術館、水野美術館など。

文化施設として

「長野県立美術館、東山魁夷館、長野市
立博物館、戸隠地質化石博物館、鬼無
里ふるさと資料館、信州新町美術館、信
州新町化石博物館、北野美術館、水野
美術館、信濃教育博物館」を追記します。

対応区分１

計画案を修正・追加
する

２ １４ 第２編長野市の商

工業・雇用環境を取
り巻く情勢と課題 ２

経済を取り巻く環境
変化

（２）新型コロナウイ
ルス感染症の感染
拡大による経済の
停滞 図表16

外国人延宿泊者数の推移（長野市） に
ついて。H27（2015）外国人延宿泊者数

は、なぜ非公表なのか？ 非公表の理
由について、書いておいた方が良い。市
民が、不審に思うため。

平成27年については、長野県が「市町村

によって宿泊施設からの回収率に相違が
あるため、市町村別の数値は公表してい
ません」としていますが、長野市において、
本数値を公表し、図表に追記します。

対応区分１

計画案を修正・追加
する

３ ２８ 第２編長野市の商

工業・雇用環境を取
り巻く情勢と課題 ３

長野市の商工業・
雇用の現状と課題
（１）商業

⑥近隣自治体で予
定されている大型
商業施設の開業

須坂市に大型ショッピングセンターがで
きることで、市内商業施設や店舗に大き
な影響が出ると思います。そのための
支援を期待します。

近隣自治体に大型商業施設が開業した
場合、市内店舗等に大きな影響を及ぼす
ことが想定され、計画内でも課題として掲
げております。

頂きましたご意見は今後の取組の参考と
いたします。

対応区分３

計画案に盛り込まれ
ており修正しないが、
今後の事業の参考と
する

３



４ 審議会委員からの意見を踏まえた修正点 ４

№
該当
ﾍﾟｰｼﾞ

項目内容 意見の要旨 長野市の考え方

１ ６２ 第４編行動計画
４商工業の振興・雇用の促進に向けた
基本方針及び推進施策

基本方針③ 新たな活力につながる産
業の創出
【推進施策２】 新産業の創出・育成
④高等教育機関との連携

長野市と包括連携協定を結んでいる

「長野県立大学」について、「④高等教育
機関との連携」に追加したらどうか。

「④高等教育機関との連携」に長野県立
大学を追加します。

５ その他の修正点

№
該当
ﾍﾟｰｼﾞ

項目内容 追加内容

１ ６４ 第４編行動計画
４商工業の振興・雇用の促進に向けた
基本方針及び推進施策

基本方針④ 就労の促進と多様な働き
方の支援
【推進施策１】幅広い世代への就労支援

⑥障害者の就労支援

障害者雇用につながる支援として、トライアル雇用者常用雇用促進奨励金交付事業に
取り組むほか、関係機関と連携し、法定雇用率の遵守や各種雇用支援制度の周知、
啓発に努めます。

２ ６４ 第４編行動計画
４商工業の振興・雇用の促進に向けた
基本方針及び推進施策

基本方針④ 就労の促進と多様な働き
方の支援
【推進施策１】幅広い世代への就労支援

⑦障害者雇用啓発促進事業（障害福祉課）

障害者の就労を支援する関係機関と連携し、企業に対して障害者雇用の事例や制度
等についての説明会を開催し、障害者雇用の促進を図ります。


